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「セクハラ労災」の不支給処分取り消しを求める

行政訴訟ご支援のお願い

　日頃の皆様の活動に敬意を表します。

　私たちは、働く女性の支援や女性に対する暴力の根絶をめざすユニオン、ならびに民間支援団体です。日常的に様々な女性たちの悩みに答える活動を通して連携しております。

この度、「セクハラ労災」の不支給処分取り消しを求める行政訴訟をともに支援することとし、呼びかけ団体として日本で始めての訴訟を支えていくこととなりました。

事件の詳細は別紙のとおりです。労働災害申請棄却を受け、不支給処分取り消しを求める行政訴訟を起こすことを決断された被害当事者であるＳさんは、セクハラ被害を受けるようになってから２年半で退職に追い込まれました。退職後も精神科への通院を余儀なくされ、再就職ができない状況が続いています。

　裁判は東京地裁で闘われることとなりました。第一回公判は3月15日と決まりました。訴訟を勝利に導くために、皆様のご支援を心からお願いいたします。

○支援をお願いする内容

・裁判費用のカンパ(個人　１口１千円、団体　１口１万円)

・傍聴行動

· 署名、意見書等必要な支援へのご協力など

· カンパ振込先

ゆうちょ銀行　　口座　記号番号　０２７６０－１－７４８５１

　　 　　　　　　　名義人　　　　　北海道ウイメンズ・ユニオン

２０１０年２月４日
「セクハラ労災」の不支給処分取り消しを求める行政訴訟にご支援を
○事件の経過
　派遣先の担当上司からセクシュアル・ハラスメントを受けるようになった派遣社員のSさんは、派遣の立場から仕事を失うことを恐れて加害者の上司の機嫌を損ねないように気を配り、機嫌を窺う毎日が続くうちに精神的に不安定になり、精神科を受診するまでに追い詰められました。精神的に限界を感じて誘いを拒否すると、上司から仕事上の嫌がらせやパワーハラスメントが繰り返されるようになっため、派遣先・派遣元会社に相談をしました。しかし、何の対策も講じられず、さらに精神的なダメージを受けたSさんは、セクハラ被害を受けるようになってから２年半で退職に追い込まれました。
　Sさんは、退職後も精神科への通院を余儀なくされ、再就職ができない状況が続いていたことから、労基署に労災を申請しましたが、不認定とされました。その後、労働局に求めた審査請求も棄却され、労働保険審査会への再審査請求も2009年７月に棄却されました。
　Sさんは、労働保険審査会が労災保険を不支給としたのは不当だとして、2010年１月20日、国を相手取り、不支給処分取り消しを求める行政訴訟を東京地裁に起こしました。　
○ほとんどの被害当事者は「路頭に迷っている」
　セクシュアルハラスメントは職場の性暴力犯罪であり、労働権の侵害のみならず生活権を奪われ、ときには生存権すら脅かされる重大な人権侵害です。男女雇用機会均等法が施行されてから20年。二度の改正が行なわれ、第二次改正ではセクシュアル・ハラスメントについては、事業主の措置義務が盛り込まれたにもかかわらず、セクシュアル・ハラスメントの被害は後を絶たず、苛酷化・深刻化の一途をたどっています。昨年、都道府県労働局雇用均等室に寄せられた相談件数2万5千のうち、最も多かったのがセクシュアル・ハラスメントに関するもので、1万3千件と全体の半数を超えています。
　セクシュアルハラスメントの被害によって心身のダメージを負った当事者は、そのほとんどが職場に戻ることができません。そればかりか、基本的な社会生活を営むことにも支障をきたします。
　セクシュアルハラスメントは職場の権力構造を利用して振るわれる暴力であり、労働災害そのものです。しかし、セクシュアルハラスメントが労災認定されるケースはかぎられており、ほとんどの当事者がダメージを抱えたまま、路頭に迷うことになります。
○２００５年の「厚生労働省通知」の持つ意味を
　第二次男女雇用機会均等法改正運動と連動した実践現場の粘り強い活動がみのって、セクシュアル・ハラスメントの労災認定にかかわる厚生労働省の通知が出されたのは2005年12月のことでした。通知では、セクシュアル・ハラスメントの心理的負荷が「強」となる場合は労災を認定し、また、心理的負荷が中程度であったとしても、事前事後の企業側の対応等を考慮して認定するようにとの判断指針があらためて示されたものです。
○労災申請と請求棄却の経過
　今回、Sさんは、労基署の労災不支給処分に対する労働局の審査請求棄却決定書及び労働保険審査会の再審査請求棄却裁決書において示された判断理由が、厚生労働省がセクハラ労災認定の適正化のために出した上記通知を一切無視したものであることなどを不当として、国を相手取り、提訴に踏み切ったものです。
　2007年７月、Sさんはセクハラ被害による精神障害に対し函館労働基準監督署に労災を申請しましたが、2008年４月、不認定の通知を受けました。これを不服として、北海道労働局に審査請求を行いましたが、同年９月末に審査請求棄却の決定書が届きました。
○棄却理由に「恒常的時間外がない」ことがあげられた
　棄却の理由は、「心理的負荷の評価について、①上司からのセクハラ行為は事実と認められるが、これらの行為を受けたことは（その内容、程度から）「セクハラを受けた」平均的な心理的負荷の強度「Ⅱ」に該当する　②発病前６カ月間において、恒常的な長時間労働は認められず、また、セクハラ以外には心理的負荷がかかる出来事も認められない　③事業主によるセクハラ相談システム等は機能していたと認められ、同僚も上司の態度をたしなめるなどしており、出来事に伴う変化等は過重とは言えないなど、総合的に評価すると、業務による心理的負荷は『強』とは認められない」というものでした。
　この決定は、2005年12月に出された厚労省通知によって、セクハラ労災については、①恒常的な長時間労働などの過重な労働実態とは関係のないものであり、心理的負荷の原因となったセクハラ自体を評価して認定の判断をすべきであること、②心理的負荷の強度の評価に当たっては、セクハラの内容自体だけでなく、セクハラを受けたことに伴う職場環境の変化や事業主の対応なども含めて総合的に評価することが必要であること、が改めて確認された判断指針を踏まえたものにはなっていません。
○「強度Ⅲ」でも認定されない
　Sさんは、2008年11月再審査請求を行いましたが、2009年７月22に出された労働保険審査裁決書では、セクハラによる心理的負荷の強度について、上司から「派遣社員の代わりはいくらでもいる」と言われ、仕事を失いたくないため上司の言動に対し明確に拒否できず、機嫌を損ねないように気を配っていたこと、上司の執拗な行動が続いたことなどを理由に、
「Ⅱ」から「Ⅲ（強）」に修正されました。しかし、・上司の嫌がらせは発病後に生じている、・発病前に派遣元・派遣先の相談窓口にセクハラの相談をしていなかったことなどから、総合評価として「発病前６カ月間における出来事の心理的負荷は、精神障害を発病させる程度のものとはいえない」と結論づけ、原処分庁の労災不認定処分を追認したものです。
　上記厚労省通知では、セクハラの心理的負荷が「Ⅲ」の場合には、その事実自体で評価することで労災認定しうるとしています。心理的負荷が「Ⅲ」に修正されたにもかかわらず再審査請求を棄却したこと、会社への相談やセクハラに伴う嫌がらせなどの評価期間を発病前６カ月に限定していることなど、裁決書の判断は到底納得できるものでありません。
○日本初の裁判にぜひご支援を！
　この裁判は、指針・通知にもとづいたセクシュアルハラスメントの労災認定を問いなおすはじめての判断を求めるものとなります。職場の性暴力犯罪、セクシュアルハラスメントに労災認定を!!　みなさまのご支援・ご協力をお願いいたします。
○支援をお願いする内容
· 裁判費用のカンパ
· 傍聴行動
· 署名、意見書等必要な支援へのご協力
＜呼びかけ団体＞
働く女性の全国センター　
ＮＰＯ法人全国女性シェルターネット
北海道ウイメンズ・ユニオン
　　　
［連絡先］　〒060-0061　札幌市中央区南１条西５丁目８　愛生舘ビル５０８B

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北海道ウイメンズ・ユニオン
　　　　　　TEL 011-221-2180 　　FAX 011-219-7022

[カンパ振込先]　ゆうちょ銀行
　　　　　　口座　記号番号　０２７６０－１－７４８５１
　　 　　　名義人　　　　　北海道ウイメンズ・ユニオン
